
　県民の環境意識の高まりと環境活動へのより一
層の参加を促進するため、環境分野において優れ
た実践活動、調査研究活動、自然保護等に顕著な
功績があった県民や事業者等に対して、1999（平
成11）年度から群馬県環境賞（環境特別功績賞・
環境功績賞）を授与しています。

　また、2020（令和２）年度、「ぐんま５つのゼ
ロ宣言」の目標達成に向けて大いに期待される取
組を顕彰する「ぐんま５つのゼロ宣言」実現貢献
賞を新設しました。
　2022（令和４）年度の受賞者（環境功績賞）
は表2－2－5－2のとおりです。

２　　自主的な取組に対する顕彰（群馬県環境賞）　【環境政策課】

表2－2－5－2　群馬県環境賞受賞者

表2－2－5－1　受賞者数の推移

年度 H29 H30 R元 R２ R３ R４
受賞者数 20 10 10 11 14 11

環境功績賞

氏名又は団体名 功績分野
竹内　猶則 環境保全、創造
サンデン株式会社 環境保全、創造
株式会社林藤ハウジング 環境保全、創造
西原　勝 環境美化、ごみの減量化、再生利用等
井藤　博正 環境美化、ごみの減量化、再生利用等
田部井　俊彦 環境美化、ごみの減量化、再生利用等
林　俊夫 自然保護
棚橋　弘 自然保護
桐生自然観察の森友の会 自然保護
水野　敦子 野生生物保護
利根沼田猟友会片品支部 野生生物保護

  第５節　多様な主体との連携・パートナーシップの強化、自主的取組の拡大

　群馬県環境サポートセンターでは大きく分けて、
小学生向け、中学生向けの環境学習教材を作成し、
動く環境教室などにおいて出前講座により学習の
支援を行ってきました。
　環境問題は全ての人に関わる問題であり、あら
ゆる年代の人が継続して学習を行う必要があるの
で、現在は児童向け、高等学校生向け、成人向け
など幅広いライフステージに合わせた環境学習プ

ログラムを提供するよう、学習資料の作成を行っ
ています。
　また、群馬県環境アドバイザー連絡協議会では、
社会人向けに「環境フォーラム」を開催し、環境
全般に関する知識の習得や誰もが取り組めるわか
りやすいごみの減らし方などの普及に努めていま
す。

１　　発達に応じた環境学習プログラムの作成・運用　【環境政策課】

第１項　県民・民間団体の取組への支援
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（1）事業の趣旨
　過疎化や混住化が進む農村地域において、農地、
農業用水などの十分な管理が困難になり、農業・
農村の有する多面的機能が失われつつあります。
このため、農業者を主体とする地域住民等による
活動組織が、農地、水路等の保全管理、農村環境
の保全活動に取り組み、農地周りの水路や農道の
補修を行うなど活力ある地域づくりを支援してい
ます。

（2）事業内容
　農地、水路周りの草刈りや泥上げなど農地、水
路等の基礎的な保全管理を農地維持活動とし、農
村環境の保全のための活動や農業用用排水路等の
補修・更新など施設の長寿命化のための活動を資
源向上活動として、農地面積に応じた活動を支援
しています。

（3）実施状況
　2022（令和４）年度は、農地維持活動で276
組織、農地面積18,869ha、資源向上活動（長寿
命化）で156組織、農地面積13,445haを実施し
ました。

　一般的に中山間地域＊１等は平坦地と比べ、農
業の生産条件が不利です。このため、中山間地域
等における農業生産活動等の維持を通じて、耕作
放棄地の発生防止、環境保全機能の確保等を図る
ため、2000（平成12）年度から「中山間地域等

直接支払制度」が開始されました。
　2022（令和４）年度は、対象25市町村のうち、
18市町村で172の協定（170集落協定、２個別協
定）が締結され、1,403haの農用地で本制度に
取り組みました。

　住民が身近な道路や河川等の維持管理活動を担
うことで県民参加による美しい県土づくりに貢献
するため、県が管理する道路や河川等の公共施設
を活動区域に含む草刈り等の美化活動を年に３回

以上実施した場合、奨励金を交付し、その活動を
支援しました。
　2022（令和４）年度は、788団体が活動しま
した。

３　　多面的機能支払交付金の推進　【農村整備課】

４　　中山間地域等直接支払制度の推進　【農村整備課】

５　　花と緑のクリーン作戦　【都市整備課】

＊１�中山間地域：平野周辺部から山間地域に至る地域の総称で、中間農業地域と山間農業地域を合わせた地域として一般的に使われることが多い
です。総農地面積の約４割を占め、農作物生産のみならず、資源管理・環境保全に極めて重要な役割を果たしていますが、地勢等の地理的条
件が悪く、農業等の生産条件の不利に加え、人口の流出・高齢化、耕作放棄地の増大等により地域社会の活力が低下しつつあります。

88



（１）自治会等草刈り作業委託
　「自治会等草刈り作業委託」は、河川・砂防に
対する関心を高めることや不法投棄の防止、除草
費用の節減を図るとともに、地域住民が主体とな
って活動することで地域活性化に寄与することな
どを目的に、2004（平成16）年度から試行し、
2007（平成19）年度から本格的に実施しています。
　2022（令和４）年度の河川除草実施面積728ha
のうち、自治会等による草刈は174haに達してお
り、319団体により実施されました。
　砂防指定地内の除草については、2013（平成
25）年度から実施しており、2022（令和４）年
度は実施面積16haにおいて、自治会等の34団体
により実施されました。

（２）河川愛護団体への活動支援
　河川愛護意識の啓発と良好な河川環境の維持・
保全、適正な河川利用を推進するため、毎年７月
を「河川愛護月間」として、河川美化作業等の様々
な活動を全国で実施しています。
　良好な河川環境の維持・保全を行政のみで行う
ことには限界があり、地域住民の協力が不可欠で
す。
　このため、群馬県では、長年にわたり河川の除
草や清掃等、河川愛護活動に功績のあった団体等

に対し、毎年７月７日の「川の日」にちなみ「優
良河川愛護団体等表彰」を行っており、2022（令
和４）年度は12団体の表彰を行いました。

（３）道路愛護団体への活動支援
　道路愛護の普及啓発とともに、県民参加による
道路の維持・保全を図るため、毎年、春と秋に道
路愛護週間を設定して、道路愛護運動を実施して
います。各市町村が自治会等の道路愛護団体に呼
びかけ、地域住民により道路の美化活動を行って
います。

○2022（令和４）年度実績
・春の道路愛護運動
　�　2022（令和４）年４月２日〜11日（10日間）
を予定していましたが、新型コロナウイルス感
染症拡大防止の観点から、県下全域での一斉実
施はせずに、実施の可否や実施時期については、
感染状況や地域の実情を踏まえて、各自治会や
団体等において、判断することとしました。

・秋の道路愛護運動
　�　2022（令和４）年10月１日〜10日（10日間）

・作業実績（2022〔令和4〕年度春･秋）
　作業延長　延べ4,927.1km
　参加者数　延べ105,968人

　このような社会的奉仕活動に対して、その功績
と功労を称えるため毎年「優良道路愛護団体等表
彰」を行っており、2022（令和４）年度は道路
愛護団体16団体の表彰を行いました。

表2－2－5－4　河川愛護団体等の表彰実績

年度 H30 R元 R２ Ｒ３ Ｒ４
被表彰者数 11 12 14 11 12

６　　自治会などによる道路除草・河川除草　【道路管理課、河川課、砂防課】

表2－2－5－3　自治会除草団体数の推移

年度 H30 R元 R２ R３ Ｒ４
河川 303 302 310 313 319
砂防 30 31 32 35 34
合計 333 333 342 348 353

表2－2－5－5　道路愛護団体等の表彰実績

年度 H30 R元 R２ R３ R４
被表彰者数 20 18 17 19 16
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図2－2－5－1　自治会除草団体数の推移
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　「ぐんぎん財団環境教育賞」は、県内の小学校、
中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学
校を対象に、自然保護、資源の有効活用、環境美
化活動及び環境教育に優れた業績を上げた学校を
表彰するもので、「群馬県環境教育賞」を引き継ぎ、
2008（平成20）年度から公益財団法人ぐんぎん
財団により実施されています。なお、当財団が名
称変更したのに伴い、本賞も「群馬銀行環境財団
教育賞」から名称変更しています。

第15回（2022［令和４］年度）最優秀賞校及び
活動名
○藤岡市立　美九里東小学校
　�学校支援団体とともに進める「美東小地域環境
美化大作戦！」
○高崎市立　倉渕中学校
　�持続可能な開発のためのESD教育
○群馬県立　高崎工業高等学校　工業化学研究部
　�生分解性こんにゃくプラスチックポットで緑化
活動

ぐんぎん財団環境教育賞（第15回）コラム

藤岡市立美九里東小学校の活動報告から
ヤリタナゴ保護活動で、笹川を清掃している時の子ども（5年生）
の様子

群馬県立高崎工業高等学校工業化学研究部の
活動報告から
研究の班員と、製作し販売したポット

高崎市立倉渕中学校の活動報告から
フードドライブ寄贈式における記念写真撮影
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表2－2－5－6　環境影響評価実施事業（2023［令和５］年３月末現在）
対象 事業名 事業種類 手続状況

法 利根川水系戸倉ダム建設事業 ダム事業 手続終了
事業中止

法 国道50号前橋笠懸道路建設事業 道路建設事業 手続終了
事後調査

法 国道17号本庄道路建設事業 道路建設事業 手続終了
条例 新野脇屋住宅団地造成事業 住宅団地造成 手続終了
条例 中東京幹線一部増強工事事業 送電線路設置 手続終了

条例 増田川ダム建設事業 ダム建設事業 方法書手続完了
事業中止

条例 西上武幹線新設工事（渋川箕郷区間）事業 送電線路設置 手続終了
条例 吾妻木質バイオマス発電事業 工場又は事業場設置 手続終了
条例 西上武幹線新設工事（箕郷西毛区間）事業 送電線路設置 手続終了
条例 西上武幹線新設工事（西群馬渋川区間）他事業 送電線路設置 手続終了

条例 (仮称)北部大規模開発事業 工業団地造成 手続終了
事後調査

条例 太田市下田中工業団地開発事業 工業団地造成 手続終了
事後調査

（1）環境影響評価制度
　環境影響評価制度は、大規模な開発事業等を行
う前に、その事業の実施が環境にどのような影響
を及ぼすかについて、あらかじめ事業者自らが調
査、予測及び評価を行い、その結果を公表して住
民や関係自治体などから意見を聴き、これを行う
過程においてその事業に係る環境保全のための措
置を検討して、よりよい事業計画を作りあげてい
こうという制度です。
　県では1991（平成３）年に定めた「群馬県環
境影響評価要綱」により、国においては1984（昭
和59）年に閣議決定が行われた「環境影響評価
の実施について」により環境影響評価を実施して
きました。
　その後、新たな環境問題への対応や制度の充実
を図るために見直しを行い、「群馬県環境影響評価
条例」を1999（平成11）年に施行しています。
　国においては「環境影響評価法」が1999（平成
11）年６月に施行され、また、戦略的環境アセス
メント導入を含めた「環境影響評価法の一部を改
正する法律」が2011（平成23）年４月に公布さ
れました。
　2012（平成24）年４月に改正法の一部が施行、
2013（平成25）年４月には完全施行されています。

（2）手続の流れ
　法及び条例の対象となった事業は、方法書手続、
準備書手続、評価書手続、事後調査手続を実施し
ながら、環境保全対策を図っていきます。
　ア　方法書手続
　　�　環境影響評価の項目並びに調査、予測、評
価の手法を選定するための手続です。

　イ　準備書手続
　　�　調査、予測及び評価の結果について、環境
保全の見地からの意見を求めるための手続で
す。

　ウ　評価書手続
　　�　準備書に対する意見をよく検討し、準備書
の内容を見直し、環境影響評価の結果をまと
めあげる手続です。

　エ　事後調査手続
　　�　事業実施による環境影響を確認し、環境保
全対策を検討する手続です。

（3）環境影響評価実施事業
　県では現在までに、法及び条例による手続が表
2－2－5－6のとおり行われています。

１　　環境影響評価制度の運用　【環境政策課】

第２項　事業者の取組の推進
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　群馬県では、本県産業の競争力強化と新産業創
出を促進するため、県内中小企業等が行うデジタ
ルを活用した製品開発やＤＸ推進等を事業規模や
実施条件に応じて「ぐんまＤＸ技術革新補助金」
及び「ぐんま技術革新チャレンジ補助金」にて支
援しています。
　2022（令和４）年度における支援実績は、２
つの補助金をあわせて40件、53,165千円でした。

補助事業を実施した企業の多くは事業終了後も開
発を継続しており、製品化・事業化に結びついて
います。
　2023（令和５）年度も引き続き県内中小企業
等が行うデジタルを活用した製品開発やＤＸ推進
等を支援し、各企業の競争力を高めるとともに、
環境負荷の低い製品や技術の開発に関する積極的
な取組を後押しします。

２　　ぐんまＤＸ技術革新補助金　【地域企業支援課】

対象 事業名 事業種類 手続状況

条例 前橋市新清掃工場整備事業 廃棄物処理施設の設置 準備書手続完了
事業中止

条例 伊勢崎宮郷地区における工業団地造成事業 工業団地造成 手続終了
事後調査

条例 高崎市スマートIC周辺工業団地（仮称）造成事業 工業団地造成
手続終了
事後調査

条例 高浜クリーンセンター建替事業 廃棄物処理施設の設置 手続終了

条例 （仮称）吉沢・原宿地区産業団地開発事業 工業団地造成 手続終了
事後調査

条例 太田市外三町広域一般廃棄物処理施設整備事業 廃棄物処理施設の設置 手続終了
事後調査

条例 （仮称）高崎市総合卸売市場周辺造成事業 工業団地造成 手続終了
条例 （仮称）駒寄スマートIC産業団地造成事業 工業団地造成 手続終了
条例 （仮称）バイオパワーおおた整備事業 工場又は事業場設置 方法書手続完了
条例 ヤマダ資源エネルギープラント建設事業 廃棄物処理施設の設置 方法書手続完了
条例 （仮称）館林大島地区工業団地造成事業 工業団地造成 方法書手続完了
条例 （仮称）境東新井地区工業団地造成事業 工業団地造成 方法書手続完了
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